	ファッションデザイン業


ファッションデザイン業は、金融危機によって、平成21年の春夏物商戦期に小売での衣料品販売が急激に低迷した影響で、受注が急激に減少した。直近では、一部に新しい企画の話が入ったところもあるが、22年の夏にさらに悪化するなど、底ばい状態が続いている。受注価格は低下し、受注量も減少しているため、収益は悪化している。
今後の業況は不透明であり、淘汰も予想されるなど、厳しい状況は続くと見ているが、高価格帯に挑む取組や、海外での展示会開催の模索など、新たな動きも見られる。
業界の概要
デザイン業とは、「顧客の要請に応じて、工業的・商業的製品又はその他の造形物、装飾の製造・製作に関し、販売を目的に用途、材質、製作法、形状、色彩、模様、配置、照明などについて設計、表現する業務を行う事業」を指す。デザイン業の主な業務種類は、①インダストリアルデザイン②パッケージデザイン③グラフィックデザイン④ディスプレイデザイン⑤インテリアデザイン⑥マルチメディアデザイン⑦テキスタイル、ファッションデザイン⑧その他デザイン（クラフト、ジュエリー、サインなど）となっている。ここでは、⑦テキスタイル、ファッションデザインの内、ファッションデザインを対象とする。
ファッションデザイン業は個人経営など小規模の事業所が多く、事務所の開・廃業は頻繁である。経済産業省『特定サービス産業実態調査』によると、平成20年における全国のテキスタイル・ファッションデザイン業の事業所433か所のうち、従業者数４人以下の事業所は311か所と71.8％を占めている。
ファッションデザイン業は、大きく以下の３つの形態に分けられる。①企画・プロデュース機能を有する、アパレルメーカー、セレクトショップや商社などの顧客からデザインを受注する受注型②顧客に企画提案する提案型③自らオリジナルのブランドをデザインし製造・販売する製造販売型である。ファッションデザイン事務所によっては、これら複数の形態をとっている。

大阪の地位

経済産業省『特定サービス産業実態調査』で、20年のテキスタイル・ファッションデザイン業の事業所数上位５府県を見ると、大阪、東京、京都、兵庫、愛知の順であり、大阪府は対全国比30.5％と全国一の集積を誇っている。また、従業者数も同様、大阪府は35.7％と全国一である。ところが売上高を見ると、大阪は30.4％と、東京の41.9％を下回り、大手顧客が集まる東京は、売上単価が高いといえる（表）。
近年、大手アパレルメーカーが本社を東京に移すことで、企画部門も全て東京へ移ったため、大阪・関西でのデザイン事務所の仕事が減っているという話が聞かれた。
タウンページで大阪府内のファッションデザイン業を調べてみると、全94社の内、中央区に立地している事業所は56社と60.0％を占め、次いで西区の18社、北区の５社と、これら３区だけで全体の８割強を占めることから、都心立地型のサービス業であるといえる。特に中央区の船場界隈は、旧来から繊維問屋街として栄えていたことから、これに関連して多くのファッションデザイン事務所が立地している。西区も、新町や堀江などショップなどが多く立ち並ぶ商業地域に事務所が多数立地している。ただし、船場界隈の事務所は、10年ほど前と比べると約半数に減ったという。
二大マーケットである東京と大阪を比較すると、大阪は、生地の産地であるなど、ものづくりの基盤がしっかりしているところが特徴である。東京の消費者はファッションに敏感であり、新しいブランドが次々と立ち上がるが、そのうち約９割は２、３年で立ち消えするため、長いスパンで続けていくには大阪が適しているという。ただし東京はマーケットが大きいので、展示会を東京でも開催し、大口受注を受けるという事務所が多い。

受注は低迷
20年の金融危機以降、21年の春夏物商戦期に、小売での衣料品販売が急激に低迷し、ファッションデザイン事務所への受注も急激に減少した。直近においては新しい企画の話が入ってくるなど若干上向いている事務所もあるが、概ね業況は厳しく、特に22年の夏あたりから悪いという。景況の悪化に伴い、消費者のデザイナーズブランドを見る目は厳しくなっており、金融危機以前の受注量に回復しないのが現状である。中でも大阪における業況は特に悪く、アパレルメーカーとの契約が打ち切りになるケースもある。
また、長期的に見ると、最新の流行を採り入れながら低価格に抑えた衣料品を大量販売する業態であるファストファッションの台頭により、デザイナーズブランドの消費が低迷しており、ファッションデザイン業は構造的に厳しい。
さらに最近では、企画から商品になるまでのスパンが短いため、以前ほど企画力が必要とされておらず、またコスト削減のため、アパレルメーカーは一からデザインを外注せず、ＯＥＭ工場で既存のサンプルを利用してつくってしまうという。

一方、デザイン事務所から顧客に積極的に企画提案をする動きもみられる。
収益は悪化、資金繰りは堅調
ここ１、２年で最終商品である衣料品の販売価格は２割から３割は低下しており、なおかつ高価格帯の商品が動いていない。また、顧客からの値下げ要請があり、工賃の値下げ交渉をしたり、生地の品質を落としたりして原価を抑えている。年間契約で受注をしている事務所でも、金融危機以降、契約料が約２割低下したという。受注価格が下がる中、生地などの原価は下がっておらず、受注量も低下しているため収益は悪化している。中には、創業以来初の赤字に転じる見通しのところもある。
こうした中、事務所によっては、よりコンパクトなスペースに移転したり、賃料が安い郊外に移転したりといったコスト削減策がとられている。
資金繰りに関しては、卸を通さない事務所では、利幅がとれるため問題はない。小規模な事務所では、大きな出費も少なく、資金繰りは悪くない。また、中規模な事務所でも、在庫を持たず受注生産をしているところでは、在庫リスクが少ないため資金繰りは堅調である。ただし、経営に与える影響は小さいものの、ここ１、２年で、地方の専門店が廃業し、売掛金が一部未回収となるケースも出てきたという。
設備に関しては、今後の新たな展開のため、新しくＰＣを導入したり、ミシンを導入したりするなど新規計画が見受けられた。

雇用は増減なし
　夫婦で経営しているなど、個人経営の事務所が多く、固定した従業員を持たないケースが多い。ただし、デザイン画を元に型紙を引くパタンナーや縫製工場などに関しては、固定した外注先を持っている。今後業務拡大のため新たにアルバイトを雇う予定のところもある。
　今後の見通し
　今後の業況は不透明であり、金融危機以降底ばい状態が続いている。そもそもファッション消費は豊かさから生み出されるものであることから、特に中間層の消費が落ち込んでいるため、ファッションデザイン業は今後も厳しい状況が続くとみられる。このような状況下で、ファッションデザイン事務所やブランドショップなどは今後も淘汰されるだろうという声が多く聞かれた。

こうした中、あえて品質を上げ高価格帯に挑む取り組みや、衣料品以外のデザインへの進出、新たに海外での展示会開催を画策するなど、新しい動きも見受けられる。
（福井 紳也）
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出所　経済産業省「平成20年特定サービス産業実態調査」
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[image: image2.emf]表　テキスタイル・ファッションデザイン業の事業所数、従業者数、年間売上高

　　　（平成20年、事業所数の上位５府県）
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全国計 5,365 433 20,115 991 281,974 12,764

構成比（％） 100.0 8.1 100.0 4.9 100.0 4.5

大阪

1,083 132 3,832 354 55,802 3,878

構成比（％）

100.0 12.2 100.0 9.2 100.0 6.9

対全国比（％）

20.2 30.5 19.1 35.7 19.8 30.4

東京

1,336 97 5,786 264 98,684 5,350

構成比（％）

100.0 7.3 100.0 4.6 100.0 5.4

対全国比（％）

24.9 22.4 28.8 26.6 35.0 41.9

京都

177 45 515 79 5,694 480

構成比（％）

100.0 25.4 100.0 15.3 100.0 8.4

対全国比（％）

3.3 10.4 2.6 8.0 2.0 3.8

兵庫

157 30 439 54 5,653 579

構成比（％）

100.0 19.1 100.0 12.3 100.0 10.2

対全国比（％）

2.9 6.9 2.2 5.4 2.0 4.5

愛知

428 24 2,784 72 33,934 659

構成比（％）

100.0 5.6 100.0 2.6 100.0 1.9

対全国比（％）

8.0 5.5 13.8 7.3 12.0 5.2

事業所数（か所） 従業者数（人） 年間売上高（百万円）

